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「
デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
」
を
最
優
先

の
政
策
課
題
に
掲
げ
る
安
倍

晋
三
政
権
は
、
総
額
13
兆
円
規
模
の
２
０

１
２
年
度
補
正
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
、

積
極
的
な
財
政
運
営
ス
タ
ン
ス
を
鮮
明
に

し
て
い
る
。

　

世
界
的
に
見
て
日
本
の
財
政
は
ど
の
よ

う
な
位
置
に
あ
り
、
近
い
将
来
、
い
か
な

る
状
況
に
陥
る
可
能
性
が
高
い
の
か
。
さ

ら
に
、
今
後
の
危
機
の
到
来
を
回
避
し
安

定
的
な
財
政
運
営
を
継
続
す
る
う
え
で
、

ど
の
程
度
の
規
模
で
の
財
政
構
造
改
革
が

求
め
ら
れ
る
の
か
を
示
し
た
い
。

先
進
国
で
最
悪
の
財
政

　

日
本
の
財
政
状
況
は
、
①
名
目
の
国
内

総
生
産（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）比
で
２
４
５
％
に
も
達

す
る
巨
額
の
債
務
残
高
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
よ
る

一
般
政
府
ベ
ー
ス
、13
年
見
込
み
）、②
国

債
の
う
ち
償
還
期
間
が
短
い
短
期
国
債
の

発
行
割
合
が
高
い
こ
と
、
③
単
年
度
の
財

政
赤
字
が
大
き
く
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
９

％
に
達
す
る
、
と
い
う
３
つ
の
点
す
べ
て

に
お
い
て
、
主
要
先
進
国
中
最
悪
の
部
類

に
属
し
て
い
る
の
が
現
実
だ（
表
）。
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
ま
で
大
き
な
支
障
な

く
財
政
運
営
を
継
続
で
き
て
き
た
の
は
、

豊
富
な
国
内
貯
蓄
を
背
景
に
、
低
金
利
が

長
期
間
継
続
し
て
き
た
こ
と
が
大
き
い
。

　

た
だ
し
、
一
国
が
将
来
に
わ
た
っ
て
安

定
的
な
財
政
運
営
を
継
続
で
き
る
か
否
か

は
、
国
債
の
安
定
的
な
発
行
・
消
化
を
、

市
場
環
境
の
変
化
に
対
応
し
つ
つ
継
続
で

き
る
か
に
か
か
る
。
そ
れ
が
各
国
に
と
っ

て
ど
の
程
度
困
難
か
を
測
る
に
は
、
毎
年

の
所
要
資
金
調
達
額
（
新
規
国
債
発
行
額

と
借
り
換
え
債
発
行
額
の
合
計
）
の
規
模

（
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
が
目
安
と
な
る
。

　

日
本
の
場
合
、
前
述
の
①
巨
額
の
債
務

残
高
に
、
②
短
期
で
の
調
達
比
率
が
高
い

と
い
う
特
徴
が
加
わ
り
、「
満
期
負
債
（
借

り
換
え
債
）」の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
が
50
％
を

超
え
て
い
る
ほ
か
、
③
「
財
政
赤
字
（
新

規
財
源
債
発
行
額
）
幅
」
も
な
お
10
％
弱

と
、
い
ず
れ
も
主
要
先
進
国
と
の
比
較
で

突
出
し
て
高
い
。

　

こ
れ
ら
を
合
わ
せ
た
所
要
資
金
調
達
額

の
規
模
は
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
実
に
６
割
超

と
、
債
務
危
機
の
さ
な
か
に
あ
る
欧
州
の

重
債
務
国（
ギ
リ
シ
ャ
、イ
タ
リ
ア
、ス
ペ

イ
ン
な
ど
）
の
２
〜
３
倍
に
達
す
る
。
こ

れ
は
、
い
っ
た
ん
市
場
金
利
が
上
昇
局
面

に
入
っ
た
場
合
、
日
本
で
は
欧
州
の
重
債

務
国
と
は
比
較
に
な
ら
な
い
ほ
ど
の
ペ
ー

ス
で
利
払
い
費
が
急
増
し
、
財
政
運
営
に

深
刻
な
影
響
が
及
ぶ
こ
と
を
意
味
す
る
。

赤
字
解
消
の
め
ど
立
た
ず

　

こ
の
よ
う
に
み
れ
ば
、
日
本
で
は
将
来

的
な
ど
こ
か
の
時
点
で
本
格
的
な
金
利
上

昇
が
始
ま
っ
た
場
合
、
仮
に
上
昇
幅
が
１

０
０
〜
２
０
０
ベ
ー
シ
ス
㌽   
程
度
に
と

ど
ま
っ
た
と
し
て
も
、
ま
ず
利
払
い
費
の

急
増
を
通
じ
て
財
政
運
営
が
硬
直
化
し
、

財
政
運
営
継
続
の
困
難
さ
の
度
合
い
が
急

速
に
増
す
と
み
ら
れ
る
。

　

市
場
金
利
の
上
昇
を
管
理
可
能
な
範
囲

に
と
ど
め
る
に
は
、
財
政
運
営
へ
の
信
認

を
つ
な
ぎ
と
め
る
の
が
不
可
欠
だ
。
11
年

秋
の
欧
州
債
務
危
機
の
経
験
は
、
中
央
銀

行
が
国
債
買
い
入
れ
を
増
や
し
て
も
、
市

場
金
利
の
上
昇
を
完
全
に
は
抑
え
ら
れ
な

い
こ
と
を
示
す
。
中
央
銀
行
が
国
債
を
全

額
引
き
受
け
れ
ば
、
市
場
金
利
の
上
昇
を

覆
い
隠
す
こ
と
は
で
き
る
が
、
そ
れ
は
市

場
経
済
の
死
を
意
味
す
る
。
市
場
の
信
認

を
中
長
期
に
わ
た
っ
て
得
る
に
は
、
い
ず

れ
か
の
時
点
で
積
み
上
が
る
一
方
の
国
債

主要先進国の一般政府債務残高とグロス所要資金調達額 （％）

債務残高
グロス所要資金調達額 （参考）

満期負債 財政収支
赤字幅 財政収支 プライマリー

バランス
日本 245.0 51.3 9.1 60.4 ▲9.1 ▲7.9

ギリシャ 181.8 12.9 4.7 17.6 ▲4.7 0.0

イタリア 127.8 23.5 1.8 25.3 ▲1.8 ＋3.6

スペイン 96.9 15.6 5.7 21.3 ▲5.7 ▲2.2

ドイツ 81.5 7.9 0.4 8.3 ▲0.4 ＋1.3

アメリカ 111.7 20.0 7.3 27.3 ▲7.3 ▲5.1
（注）2012年10月公表時点における、IMFによる2013年見通し、対名目GDP比。▲はマイナス
（出所）IMF資料

国債残高の膨張は止まらない
利払い急増でさらに増税へ

深刻化する財政危機

現在の財政運営を続ければ財政収支の一段の悪化は避けられな
い。その前に抜本的な財政構造改革が必要だ。
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残
高
の
膨
張
を
止
め
、
減
少
に
転
じ
さ
せ

る
方
向
性
を
示
す
こ
と
が
不
可
欠
だ
。

　

で
は
、
そ
の
た
め
に
は
、
ど
の
程
度
の

財
政
緊
縮
努
力
が
必
要
に
な
る
の
か
。
足

元
の
状
況
に
即
し
て
考
え
て
み
よ
う
。
財

務
省
が
12
年
度
当
初
予
算
時
点
で
公
表
し

た
後
年
度
影
響
試
算
や
国
債
整
理
基
金
の

仮
定
計
算
の
結
果
な
ど
を
基
に
、
後
年
度

影
響
試
算
の
対
象
期
間
外
の
16
年
度
以
降

は
図
の
注
釈
に
示
す
通
り
の
抑
制
的
な
前

提
の
も
と
で
、
低
成
長
（
１
・
５
％
）
シ

ナ
リ
オ
と
成
長
（
３
％
）
シ
ナ
リ
オ
に
分

け
て
、
そ
れ
ぞ
れ
試
算
し
て
み
た
（
図
）。

　

す
る
と
、
14
年
４
月
以
降
の
消
費
税
率

の
10
％
ま
で
の
段
階
的
な
引
き
上
げ
を
織

り
込
ん
で
も
、
20
年
度
時
点
で
は
な
お
、

大
幅
な
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
（
基
礎

的
財
政
収
支
＝
国
債
関
連
費
を
除
い
た
歳

入
と
歳
出
の
収
支
）の
赤
字
が
残
存
す
る
。

そ
の
規
模
は
、
低
成
長
シ
ナ
リ
オ
で
は
18

兆
円
、
成
長
シ
ナ
リ
オ
で
も
11
兆
円
に
も

達
す
る
。
こ
の
赤
字
幅
を
解
消
す
る
め
ど

は
現
時
点
で
全
く
立
っ
て
い
な
い
。

　

し
か
も
、
仮
に
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン

ス
の
均
衡
が
何
ら
か
の
手
段
で
達
成
さ
れ

た
と
し
て
も
、
そ
れ
だ
け
で
は
国
債
残
高

の
膨
張
は
止
ま
ら
な
い
。
国
債
残
高
を
減

少
に
転
じ
さ
せ
る
に
は
、
短
期
間
の
う
ち

に
大
幅
な
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
黒
字
を
計
上
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
だ
か
ら
こ
そ
主
要

先
進
国
は
、
国
債
残
高
を
確
実
に
削
減
す

べ
く
、
平
時
か
ら
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
収
支
に

国
債
費
を
も
合
算
し
た
財
政
収
支
の
均
衡

を
共
通
目
標
と
し
て
、
Ｇ
７
（
先
進
７
カ

国
財
務
相
・
中
央
銀
行
総
裁
会
議
）
な
ど

の
場
で
も
合
意
し
、
実
際
の
政
策
運
営
を

行
っ
て
い
る
。

　

で
は
、
日
本
の
財
政
収
支
の
今
後
の
見

通
し
は
ど
う
か
。
20
年
度
時
点
に
お
け
る

赤
字
幅
は
、
低
成
長
シ
ナ
リ
オ
で
は
53
兆

円
、
成
長
シ
ナ
リ
オ
で
も
50
兆
円
弱
に
達

す
る
と
試
算
さ
れ
る
。
日
本
は
毎
年
度
、

こ
れ
だ
け
の
規
模
の
財
政
緊
縮
を
行
わ
な

け
れ
ば
、
国
債
残
高
を
確
実
に
減
少
に
転

じ
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
し
て
そ

の
規
模
は
、
仮
に
増
税
の
み
で
対
応
す
る

と
し
た
場
合
、ご
く
単
純
に
計
算
す
れ
ば
、

消
費
税
率
の
さ
ら
な
る
20
％
㌽   
の
引
き

上
げ
に
相
当
す
る
。

　

ま
た
、
仮
に
歳
出
削
減
の
み
で
対
応
し

よ
う
と
す
れ
ば
、図
が
示
す
よ
う
に
、「
地

方
交
付
税
お
よ
び
公
共
事
業
等
の
そ
の
他

歳
出
の
１
０
０
％
カ
ッ
ト
」
や
「
社
会
保

障
支
出
の
１
０
０
％
カ
ッ
ト
」
で
も
な
お

不
足
し
、
国
債
残
高
の
発
散
プ
ロ
セ
ス
は

止
め
ら
れ
な
い
。
こ
れ
が
、
わ
が
国
の
財

政
運
営
の
現
実
な
の
だ
。

財
政
構
造
改
革
が
不
可
欠

　

日
本
全
体
の
現
時
点
で
の
認
識
は
お
そ

ら
く
、「
財
政
規
律
」
は
「
教
科
書
に
書
い

て
あ
る
か
ら
守
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

「
デ
フ
レ
だ
っ
た
ら
守
ら
な
く
て
も
許
さ

れ
る
」
と
い
う
程
度
で
は
な
い
か
。
厳
し

い
財
政
運
営
の
現
実
を
、
国
全
体
と
し
て

も
っ
と
直
視
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
国
内
貯

蓄
で
国
債
の
相
当
な
部
分
を
消
化
で
き
て

い
る
の
は
よ
い
こ
と
だ
が
、
い
っ
た
ん
財

政
運
営
の
持
続
可
能
性
が
市
場
か
ら
疑
問

視
さ
れ
れ
ば
、
そ
の
痛
み
は
後
世
の
国
民

に
及
ぶ
こ
と
に
な
る
。
日
本
の
場
合
、
ギ

リ
シ
ャ
の
よ
う
に
外
国
の
債
権
者
に
債
権

放
棄
を
し
て
も
ら
っ
て
、
国
債
残
高
を
削

減
す
る
選
択
肢
は
あ
り
得
な
い
の
だ
。

　

こ
の
よ
う
に
み
れ
ば
、
金
利
上
昇
が
始

ま
っ
て
国
民
生
活
に
強
い
痛
み
を
強
い

る
、
半
ば
暴
力
的
な
改
革
を
い
や
応
な
く

迫
ら
れ
る
前
に
、
金
利
水
準
が
低
い
う
ち

に
抜
本
的
な
財
政
構
造
改
革
に
取
り
組
む

こ
と
こ
そ
が
、
安
倍
政
権
に
課
せ
ら
れ
た

課
題
で
あ
ろ
う
。

　

財
政
収
支
の
赤
字
幅
50
兆
円
と
い
う
規

模
を
解
消
す
る
に
は
、「
ム
ダ
の
削
減
」
や

「
埋
蔵
金
の
発
掘
」と
い
っ
た
小
手
先
の
政

策
で
は
、
も
は
や
完
全
に
対
応
不
可
能
な

の
だ
。
相
応
の
規
模
の
増
税
は
も
は
や
避

け
ら
れ
な
い
。
安
倍
政
権
は
、
国
民
か
ら

政
権
を
託
さ
れ
た
４
年
間
に
、社
会
保
障
、

地
方
財
政
と
い
っ
た
財
政
の
根
幹
を
な
す

制
度
の
抜
本
的
な
改
革
に
、
早
急
に
取
り

組
む
必
要
が
あ
ろ
う
。
そ
れ
は
、「
国
の
か

た
ち
」
を
持
続
可
能
な
も
の
へ
と
抜
本
的

に
作
り
直
す
大
作
業
で
あ
り
、
相
当
の
覚

悟
と
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
求
め
ら
れ
る
。

　

低
金
利
が
継
続
し
て
い
る
現
在
、
短
期

的
な
意
味
で
の
柔
軟
な
政
策
運
営
が
全
面

的
に
否
定
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
が
、
日

本
の
財
政
を
中
長
期
的
に
持
続
可
能
な
も

の
と
す
る
た
め
に
、
ど
う
取
り
組
ん
で
い

く
の
か
、
安
倍
政
権
が
６
月
の
「
骨
太
の

方
針
」
で
示
す
内
容
が
注
目
さ
れ
る
。

（注）低成長シナリオは名目で年1.5%成長、成長シナリオは3％成長を前提。
2015年度以降、社会保障関係費は年3％増、地方交付税等、その他
（公共事業等）は14年度金額対比で横ばい、税収弾性値は1.1と仮定

（出所）財務省「平成24年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算」「国
債整理基金の資金繰り状況等についての仮定計算」（2012年１
月）を基に日本総合研究所作成
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